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２１世紀の日本のかたち（１２）  

--- ネットワーク社会  ＜その４＞  –-- 

 

 

 

 

 

 

 
戸沼幸市  

＜ (財 )日本開発構想研究所 理事長＞

 

７．サブプライムローン問題 

アメリカ、低所得者向け（サブプライム）住宅

ローンの破綻、これに続く米証券大手、リーマン

ブラザーズの破綻に端を発した世界金融不安が、

グローバルネットに乗ってアメリカ国境を越え、

一気に地球の国々に増幅されて危機的状況を拡大

しています。 

日本においては、ドル安、円高と重なって株価

が急落し、実体経済にも先行き不透明なほどの不

安を広げています。日経平均株価はこの年末、

8,000円を割っても底が見えず、日本の低金利の中

で、銀行などの口車に乗って、なけなしの預金を

株券や債券、外貨預金に代えた高齢者達の不安を

掻き立てています。グローバルネットの被害は日

本の家庭にまで及びはじめています。 

将来の年金の支給に備えたつもりの企業、団体、

運営資金増をねらった大学や自治体も、基金、資

金を株券や債券に代えて大損をしています。 

円高の急速な上昇により、自動車など輸出に大

きく依存している産業の落ち込み、事業縮小、人

員削減、資金に余力のなくなった銀行の貸し渋り

による中小企業の倒産と、アメリカ発の世界金融

市場の混乱は、この年末、日本の実体経済に大き

な打撃を与え続けています。アメリカなどのファ

ンドの引揚げによって、中止になった日本の都市

開発事業も少なくありません。 

個人消費による内需拡大といっても、先行き不

透明な昨今では市民も食料などのほか、ブランド

品など買う気が起こりません。少子高齢化時代と

重なって需要は縮小し、商店街は苦戦を強いられ

ています。 

この事態に対して、日本国政府も総額２兆円規

模の餅代（「給付金」）を配り、必死になって財政、

金融の改善に取組んでいます。しかし、ねじれた

政治状況の中で政治も迷走し、前途に未だ明るさ

が見えていないのが、日本2008年、年末風景です。 

８．アメリカモデル 

それにしても今度のサブプライムローン問題は、

アメリカという国の実態をまざまざと見せつける

ものです。 

ごく一般の中流家庭が郊外に庭付きガレージ付

きの一戸建ての住宅をもち、広々とした居間のソ

ファーで大きなテレビに見入っている良きアメリ

カの幸福な家族の映像を見せつけられてきました

が、実はあの住宅はサブプライムローンに乗せら

れた値上がり期待の投資物件であったとは。 

広い大陸にハイウェイネットワークを張り巡ら

し、キャデラックを乗り回すアメリカ人、個人の
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努力次第では信じられない程の高額所有者にもな

れるアメリカンドリームの自由主義、資本主義国

家は、戦後、世界第一位のＧＮＰを誇る経済大国

であり続けてきました。 

これが一転して、サブプライムローン問題が明

らかにしたことは、ＧＮＰ世界第一位のアメリカ

の実態とは、大きな赤字を抱えた過剰な消費国で

あり、金融工学とかで実体経済を断片化、こま切

れに記号化し、リスクの大きい金融商品を込みに

して世界に売りさばいていた危うい金融大国であ

った、といえるでしょう。 

戦後、我が国は戦勝国アメリカをモデルとして

自由・民主主義を学び、少なからずこれを取り込

んで国のかたちをつくってきました。 

「人民の人民による人民のため」の国、アメリ

カ、世界に先駆けて多民族国家を実現し、自律性

の高い分権型の州制度を持つ合衆国は、紛れもな

く地球居住の枠組みとしては民主主義の先進国で

す。交通・情報網を存分に発達させ、超高層を林

立させたアメリカの都市の姿は、現代機械文明を

具現化しています。しかし、アメリカは21世紀に

入って、多くの問題を抱え込んだ姿を見せ始めて

います。 

21 世紀初頭、2001 年 9月 11 日のニューヨーク

マンハッタン（奇しくも今度の金融不安の震源地）

のテロ事件、経済大国アメリカの象徴であったワ

ールドトレードセンター（世界貿易センター  

World Trade Center、ＷＴＣ）のあっけない崩壊は、

現代文明の抱える危うさの明示でありました。イ

ラク戦争も無益なものでした。 

発達したグローバルな交通・情報網に支えられ

たアメリカ型資本主義は改めて問い直される事態

にきているのは確かでしょう。 

アメリカの多消費型の現代機械文明の生活は、

地球環境問題とも直面しています。 

このような時に市場原理主義を存分に発達させ

た大統領に代わって、アメリカは直接選挙によっ

て、多分にインターネット世代に押し上げられて

「チェンジ」を掲げる初の黒人系大統領オバマ氏

を選出しました。今、世界はオバマ氏のアメリカ

を凝視しています。 

９．ＥＵの網 

アメリカ発の金融危機の波に対してＥＵ

（European Union 欧州連合）は独自の網を張って

対抗しています。 

アメリカの場合は、州連合の上に築いた比較的

単純な構図を持つネットワーク社会であるのに対

して、ＥＵの加盟27か国は、それぞれに長大な歴

史と伝統を持つ国々の連合体です。 

イギリスは大航海時代にオランダ、スペイン、

ポルトガルと競ってグローバルに国を展開し、産

業革命発祥の地として近代工業国へと先陣を切り

ました。フランスは市民革命、自由・平等・博愛

の人間思想を立国の理念として国のかたちをつく

りました。ドイツは分権型の伝統をもつ国でした

が、戦後、東西冷戦で分裂国家となり、ベルリン

の壁の崩壊によりようやく統一し、新しい事態に

立ち向かっています。地中海に突き出たイタリア

はギリシャとともに西欧史の原点をなす国です。

これに、西欧の国として１人当たりＧＤＰ世界一

のルクセンブルグ、アイルランド、ベルギーなど

がＥＵに名を連ねています。さらに、北欧のスウ

ェーデン、フィンランド、デンマークと続いて、

ＥＵは中東欧の諸国の加盟を得て、現在27か国と

なっています。通貨ユーロをもち、ひとかたまり

の経済圏としては世界最大であり、政治的にも不

連続的連続体の網をもってアメリカ発のグローバ

ルな波に対抗しています。 

今度の世界金融恐慌を、力のあるＥＵの国々が

結束の網をはって食い止めて欲しいものです。 
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10．アジアの網と日本 

今、アメリカやＥＵに対抗するアジア諸国の共

通の経済圏として、ＡＳＥＡＮ（Association of 

South-East Asian Nations  東南アジア諸国連合）＋

３（日本・韓国・中国）ブロック構想が浮上して

います。 

世界の先進国が軒並みに人口停滞ないしは人口

減少に向かっているのに対して、アジアの多くの

国々は依然として人口増を続けています。特に、

インドや中国は既に巨大人口を持ち、近代化、都

市化に向かっていて、潜在的に巨大な内需をもっ

ています。ＡＳＥＡＮの国々は、原加盟国である

インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガ

ポール、タイ、ブルネイに加え、現在、ベトナム、

ラオス、ミャンマー、カンボジアが入っています。

ＥＵの地理地形と対照的に、大きな海洋空間でつ

ながった発展途上にある国々の連合体です。 

一方、韓国、日本は発展途上を抜け出したひと

まずの先進国であり、中国は現在、高い経済成長

率を持ち、グローバル経済にも大きな存在感を示

しています。 

中国にとってアメリカは最大の輸出国であり、

また外国からの資本導入によって自国の工業化、

情報化、都市開発を進めている最中であり、今度

の世界金融不況のダメージは小さなものではない

ものの、これをはね返す大きな地力をもっている

ように思えます。 

東アジアの将来像を考える上で、歴史的に漢字

文化圏としての日本、韓国、中国の連帯の重層的

なネットワークづくりはきわめて重要です。本年

12 月 13 日、福岡で日韓中サミットが開催され、

金融に関し連携を強化することが、北朝鮮問題と

ともに話合われたことはタイムリーで意義深いも

のといえます。 

東南アジア諸国のいずれもが、長大な歴史を持

ち、独自の文化を誇ってきましたが、いまだ政治

的、経済的に不安定な側面をもっています。それ

ぞれの国の基底をなす人びとの生存と生活の安定

化に、途上国特有の課題を抱えています。このよ

うな状態の中で、急速な情報・交通ネットワーク

化が進む時、日韓中と交流するＡＦＴＡ（ASEAN 

Free Trade Area  ASEAN自由貿易地域）の一層の

拡充が期待されます。 

これまでＧＮＰ世界第二位を誇ってきた我が国

は、この東南アジア、東アジアの生活圏に対して

どの様に振る舞うかが注目されています。 

今度のアメリカ発の金融不安を期に、ＥＵのネ

ットワークと並ぶ東アジア共同体のネットワーク

づくりに、日本が自国の再生に重ねて一役買うべ

き時といえるのではないでしょうか。 

 

（2008年12月15日）

 



（財）日本開発構想研究所 作成

世界の自由貿易圏
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東アジア自由貿易協定（EAFTA）東アジア自由貿易協定（EAFTA）

北米自由貿易協定（NAFTA）北米自由貿易協定（NAFTA）

欧州連合（European Union）欧州連合（European Union）

東アジア自由貿易協定（EAFTA）
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（財）日本開発構想研究所 作成

主な自由貿易圏の経済力比較
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（財）日本開発構想研究所 作成

購買力平価（PPP）ベースのGDPランキング

6


